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本総合研究「日本における『女性専門職』の過去・現在・未来Jは2011年度よりスタートし、 12年
度は研究2年目となる。初年度は対象となる女性医師・弁護士の誕生過程を検証したが、その姿はか
なり対照的であった。逆風の中で誕生した医師に対して、弁護士の場合はそれほどの抵抗もなかった。
その違いは何処から来るのか。これを特に国の女性に対する教育政策や社会の女性観から探るという
のが今年度の課題であった。
この時代の教育政策を見るのに、 1917年の臨時教育会議を見逃すわけにはいかない。大学令や高等
女学校令の改正など、その後の教育政策の基本がここで決定されたのである。女子教育についてみれ
ば、すでに東北大学の女性開放も行われ、また女子大学の設置への要求が高まる中での議論であった
にもかかわらず、女性の高等教育は時期尚早と完全に否定されて、高等教育推進論者には、全く納得
のいかないものとなった。だがここで注目すべきは、女性を単に良妻賢母の枠に押しとどめるのでは
なく、国家運営の重要な一員と位置づける主張が多くなされたことである。第一次大戦を経た後で、
欧州での女性の活躍が戦争の運命に重要な役割を果たしたことを認識した人々が、日本における女性
の状況に危機感を持った。女性の高等教育拡大の必要性は、国体の強化と結び付けられて論じられる
ことになり、ここに新たな段階を迎えたともいえるのである。
この会議での建議を受けて設置された臨時法制審議会は、その当初の目的は、薄れつつある家族制
度を強化するための民法改正についての審議であった。しかし実際にできた改正案は、女性の権利を
かなり認めるものであった。妻の無能力が廃止されたり、離婚に際しての夫と妻のダブルスタンダー
ドが改善されたりと、明治民法で女性が置かれていた不平等な地位が、社会でもすでに問題視されて
いたことが伺える。この改正は、結局は戦時体制への傾斜の中で実現するには至らなかったが、しか
しこのような改正案が実現していたことは注目に値する。
また1937年設置の教育審議会では、懸案であった女子高等学校、女子大学も認めることが承認され
た。これも戦時体制によって実現しなかったとはいえ、また共学ではなく、あくまでも別学にこだ、わっ
たとの限界はあったとはいえ、時代の流れはここまで来ていたことを示している。
つまり女性弁護士の誕生は、明らかに社会の流れに沿った中で生まれたのである。女性医師が教育
関係者や医師仲間などからの厳しい抵抗と戦わなければならなかったのとは大きな違いであった。
両者を分けたのはやはり時代である。明治の中ごろと昭和初めという年代の聞には大正デモクラ
シーが挟まれ、その洗礼を受けた昭和の初めには、人々の意識にも大きな変化があった。すなわち、
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女性弁護士を容認するにあたっては、男女の平等という点から見て当然であるという議論が出てくる
のである。このような視点は医師の時には、全くなかったとはいえないものの稀薄である。医師の場
合はそれを認めるのに、女性の患者を診るには女性が望ましいという女性の固有性を強調せざるを得
なかった。養成も女性のみの教育機関という形を取った。それは医師免許が、需要の多さに対応して
試験よりも学歴に重きを置くというものであったということも関連しているが、この固有性が女性医
師誕生の大きな要因となったのである。
弁護士の場合は学歴よりも試験重視であったため、女性のみの教育機関はそれほど意味がない。弁
護士志願者は最終的には男子の大学に入学するという形をとった。男女の共学は平等と言う意識を醸
成しやすい。もっとも、女性弁護士の誕生に平等という視点があったといってもこれは建前のことで
あって、女性に固有の需要があるとの根拠が大きな力であったのは、医師の場合と変わらないのでは
あるが。
このような社会の意識を醸成したのは、雑誌や新聞などのメディアの力である。この時代には教
育の普及によって読書人口が大幅に増え、女性に対しでも『主婦の友』や『婦人公論』など多くの女
性雑誌が出版された。また大手の新聞社でも女性記者を雇うようになった。多くは良妻賢母を賞賛
し、それをモデルと据えるものであったが、その中で知識人を主な読者とする『婦女新聞』は、女性
の高等教育や職業進出について積極的な発言を繰り返していた。弁護士法の改正についても、それを
推進する議論を多く載せるなど、この時期の世論の形成に大きな役割を果たしていた。このような社
会的な背景があって女性弁護士が誕生したのであり、その状況は医師誕生の場合と大きく異なるもの
であった。
女性弁護士の誕生にとって鍵となる1920年代は、社会の近代化のいっそうの進展を望む「進歩派」
と「淳風美俗」を堅持しようとする「保守派」のせめぎ合う時代であった。そのせめぎあいの一つの
様相が女性の職業や教育をめぐる問題、さらには女性弁護士の誕生をめぐる議論なのである。 2012年
度の本研究は、女性専門職誕生の背景となる時代状況の把握に力点を置くものとなった。
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